
 

財 政 推 計 の あ ら ま し 

 

 平成 18 年度の政府経済見通し（平成 17 年 12 月 19 日閣議了承）では、「平成

18 年度は、消費および設備投資は引き続き増加し、我が国経済は、民間需要中

心の緩やかな回復を続ける。」と予測しています。 

しかし、三位一体の改革や、税財政制度の見直しが進むなど区を取り巻く状

況は変化しているため、税収など今後の区財政は、依然として不透明な状況が

続くものと考えています。 
 
＜経済指標＞                      （単位：％） 

項 目 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 

名目経済成長率   0.5   1.6   1.6   3.1   3.1 

実質経済成長率   1.7   2.7   1.9   2.2   1.3 

卸売物価上昇率   1.5   1.7   0.1   0.6   2.9 

消費者物価上昇率  ▲0.1  ▲0.1   0.2   1.0   2.6 

完全失業率   4.6   4.3   4.2   4.1   4.1 

 ※政府経済見通しおよび民間経済研究所の予測数値を参考に推計しました。 
 
＜財政推計の方法＞ 

  財政推計は、上記経済指標、過去の実績等を参考に算定しました。 

（１）歳 入 

  特別区税・・・・平成 17 年度までの地方税法の改正および平成 18 年度に予
定されている改正内容を加味したうえで、経済指標を参考
に推計しました。 

   特別区交付金・・大規模建設事業等の変動要因を除き、過去の実績および
経済指標を参考に推計しました。都区間の財源配分の課題
である「主要 5 課題」については加味せず、従来の制度に
基づき推計しています。 

  国・都支出金・・各年度の事業費をもとに、三位一体の改革の動向を加味
し、歳入見込み額を推計しました。 

  特別区債・・・・起債額は、各年度の事業費をもとに推計しました。 
  その他の歳入・・過去の伸び率や経済指標を参考に試算しました。また、

所得譲与税については、三位一体の改革による税源移譲の
実施により廃止等が予定されているため、平成 19 年度以降
は見込んでいません。 

（２）歳 出 
  人件費・・・・・新長期計画（平成 18 年度～22 年度の 5 年間に 500 人の職

員を削減）に基づいて推計しました。 
  扶助費・・・・・過去の伸び率や対象者数の増を加味して推計しました。 
  公債費・・・・・過去の起債発行額と本計画事業を中心にした起債発行予

定額をもとに推計しました。 
  投資的経費・・・本計画事業を中心に必要な経費を推計しました。 
  その他の歳出・・過去の伸び率や経済指標を参考に推計しました。 



 

財 政 計 画 

 

１５ 年 度 １６ 年 度 １７ 年 度 
区 分 

（決算） 構成比 （決算） 構成比 (予算) 構成比 

歳 入 総 額 186,584 100.0 202,043 100.0 191,934 100.0 

一般財源 133,569 71.6 135,772 67.2 131,251 68.3 
 特別区税 53,278 28.6 52,485 26.0 52,948 27.6 
 特別区交付金 63,624 34.1 66,166 32.7 61,403 32.0 
 その他 16,667 8.9 17,121 8.5 16,900 8.7 
特定財源 53,015 28.4 66,271 32.8 60,683 31.7 
 国・都支出金 34,003 18.2 33,000 16.3 34,071 17.8 
 繰入金 2,800 1.5 194 0.1 6,220 3.2 
 特別区債 5,722 3.1 20,487 10.1 7,200 3.8 

 

 その他 10,490 5.6 12,590 6.3 13,192 6.9 

歳 出 総 額 183,627 100.0 197,775 100.0 191,934 100.0 

義務的経費 104,139 56.7 120,413 60.9 108,503 56.6 
 人件費 50,317 27.4 49,779 25.2 49,654 25.9 
 扶助費 38,693 21.1 40,742 20.6 43,701 22.8 
 公債費 15,129 8.2 29,892 15.1 15,148 7.9 
投資的経費 20,432 11.1 20,180 10.2 23,472 12.2 

うち長期計画事業費 14,539※ 7.8 13,435※ 6.8 16,398※ 8.5  
うち改修改築計画事業費 ― ― ― ― ― ― 

その他の経費 59,056 32.2 57,182 28.9 59,959 31.2 

 

 うち長期計画事業費 813※ 0.4 777※ 0.4 1,270※ 0.7 

歳 出 入 差 額 2,957 4,268 ― 
  

     ※平成 15 年度から 17 年度については、長期計画事業だけでなく、中期実

施計画で加えられた政策的な事業の経費も含まれています。 

 

 

 

 

 

 

 



 

推 計 表                         

 （単位：百万円、％） 

１８ 年 度 １９ 年 度 ２０ 年 度 合  計 
区 分 

 構成比  構成比  構成比  構成比 

歳 入 総 額 190,463 100.0 197,596 100.0 208,336 100.0 596,395 100.0 

一般財源 139,339 73.2 139,151 70.4 140,710 67.5 419,200 70.3 
 特別区税 57,669 30.3 62,022 31.4 62,713 30.1 182,404 30.6 
 特別区交付金 64,379 33.8 66,192 33.5 66,950 32.1 197,521 33.1 
 その他 17,291 9.1 10,937 5.5 11,047 5.3 39,275 6.6 
特定財源 51,124 26.8 58,445 29.6 67,626 32.5 177,195 29.7 
 国・都支出金 34,752 18.2 37,219 18.8 40,366 19.4 112,337 18.8 
 繰入金 2,079 1.1 4,600 2.3 8,900 4.3 15,579 2.6 
 特別区債 3,227 1.7 4,506 2.3 6,250 3.0 13,983 2.3 

 

 その他 11,066 5.8 12,120 6.2 12,110 5.8 35,296 6.0 

歳 出 総 額 190,463 100.0 197,596 100.0 208,336 100.0 596,395 100.0 

義務的経費 108,749 57.1 111,093 56.2 113,953 54.7 333,795 55.9 
 人件費 49,395 25.9 49,724 25.2 49,505 23.8 148,624 24.9 
 扶助費 46,777 24.6 49,695 25.1 52,812 25.3 149,284 25.0 
 公債費 12,577 6.6 11,674 5.9 11,636 5.6 35,887 6.0 
投資的経費 16,783 8.7 22,922 11.6 31,885 15.4 71,590 12.0 

うち長期計画事業費 9,584 5.0 15,977 8.1 19,949 9.6 45,510 7.6  
うち改修改築計画事業費 1,991 1.0 2,146 1.1 7,637 3.7 11,774 2.0 

その他の経費 64,931 34.2 63,581 32.1 62,498 29.9 191,010 32.1 

 

 うち長期計画事業費 381 0.2 567 0.3 478 0.2 1,426 0.2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

分  野  別  長 期 計 画   

 

施  策 計  画 
事 業数 

Ⅰ だれもが地域で活き活きと暮らすために ～区民生活分野～ ９ 
 １ 地域の活動が活発なまちをつくる 
 ２ 経済活動が活発なまちをつくる 
 ３ 安心できるまちをつくる 
 ４ 平和と人権を尊重するまちをつくる 
 ５ 納得と信頼の身近な行政を行う 

２ 
４ 
２ 
― 
１ 

Ⅱ だれもが健やかに暮らすために ～健康福祉分野～ １６ 
 １ 地域で福祉を支える 
 ２ 健康に暮らせるまちをつくる 
 ３ 子どもと子育て家庭を支援するまちをつくる 
 ４ 高齢者が暮らしやすいまちをつくる 
 ５ 障害者が自立して暮らせるまちをつくる 
 ６ 生活の安定を図る 

１ 
１ 
６ 
５ 
３ 
― 

Ⅲ だれもがいつまでも学ぶことができるために ～教育分野～ １５ 
 １ 地域に開かれた教育を進める 
 ２ 楽しく学ぶことができる学校教育を進める 
 ３ 次代を担う青少年を育てる 
 ４ ともに学びあえる生涯学習を進める 

１ 
８ 
１ 
５ 

Ⅳ だれもが快適に暮らすために ～環境まちづくり分野～ ３８ 
 １ みどり豊かなまちをつくる 
 ２ 環境にやさしいまちをつくる 
 ３ 循環型社会をつくる 
 ４ 地域特性に合ったまちづくりを進める 
 ５ 生活しやすいまちをつくる 
 ６ 良好な交通環境をつくる 
 ７ 安心して生活できる住まいづくりを進める 

８ 
３ 
１ 
１ 

１５ 
９ 
１ 

Ⅴ 確かなまちの未来を拓くために ２ 
 １ 区民本位の効率的で質の高い行政を行う ２ 

合  計 ８０ 



 

事 業 一 覧 表 

        （単位：百万円、％） 
１８年度 １９年度 ２０年度 合  計 

事業費 構成比 事業費 構成比 事業費 構成比 事業費 構成比 

106 1.06 544 3.29 29 0.14 679 1.45 
1 

24 
1 
― 
80 

0.01 
0.24 
0.01 
― 

0.80 

0 
25 
3 
― 

516 

0.00 
0.15 
0.02 
― 

3.12 

0 
29 
0 
― 
― 

0.00 
0.14 
0.00 
― 
― 

1 
78 
4 
― 

596 

0.01 
0.16 
0.01 
― 

1.27 
549 5.51 734 4.44 668 3.27 1,951 4.15 

3 
6 

41 
498 

1 
― 

0.03 
0.06 
0.41 
5.00 
0.01 
― 

2 
1 

72 
624 
35 
― 

0.01 
0.01 
0.44 
3.77 
0.21 
― 

1 
― 

119 
546 

2 
― 

0.01 
― 

0.58 
2.67 
0.01 
― 

6 
7 

232 
1,668 

38 
― 

0.01 
0.01 
0.50 
3.55 
0.08 
― 

3,230 32.42 3,041 18.38 3,885 19.02 10,156 21.64 
11 

1,072 
1 

2,146 

0.11 
10.76 
0.01 

21.54 

18 
858 

1 
2,164 

0.11 
5.18 
0.01 

13.08 

26 
1,102 

1 
2,756 

0.13 
5.39 
0.01 

13.49 

55 
3,032 

3 
7,066 

0.12 
6.46 
0.01 

15.05 
5,829 58.49 11,815 71.41 15,546 76.11 33,190 70.71 

496 
17 
17 
0 

2,294 
2,985 

20 

4.98 
0.17 
0.17 
0.00 

23.02 
29.95 
0.20 

1,004 
9 

573 
― 

4,342 
5,870 

17 

6.07 
0.05 
3.46 
― 

26.25 
35.48 
0.10 

1,334 
12 
6 
― 

5,414 
7,965 

815 

6.53 
0.06 
0.03 
― 

26.51 
38.99 
3.99 

2,834 
38 

596 
0 

12,050 
16,820 

852 

6.04 
0.07 
1.27 
0.00 

25.67 
35.84 
1.82 

251 2.52 410 2.48 299 1.46 960 2.05 
251 2.52 410 2.48 299 1.46 960 2.05 

9,965 100.00 16,544 100.00 20,427 100.00 46,936 100.00 
 


